
   那須塩原市空き家バンク登録建物リフォーム補助金交付要綱 

 （趣旨） 

第１条 この告示は、那須塩原市空き家バンク実施要綱（平成２８年那須塩原

市告示第４４号。以下「空き家バンク要綱」という。）に規定する空き家バ

ンクの利用を促進するため、空き家バンクを利用して空き家を購入して定住

し、かつ、購入した建物をリフォームしようとする者に対して当該建物のリ

フォームに要する費用の一部を交付することに関し、那須塩原市補助金交付

規則 ( 平成１７年那須塩原市規則第５１号 ) に定めるもののほか、必要な事

項を定めるものとする。 

 （定義） 

第２条 この告示において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定め

るところによる。 

⑴ 定住 本市の住民基本台帳に記録され、かつ、継続して居住することを

いう。 

⑵ 登録空き家 空き家バンク要綱第２条第１号に規定する空き家で同要綱

第５条第２項に規定する登録が行われている物件をいう。 

⑶ リフォーム 住宅の機能の維持又は性能の向上を図るために行う工事を

いう。 

⑷ 市内施工業者 市内に本店、支店若しくは営業所を有する法人又は市内

に住所を有する個人事業主で建築工事関連業務を営む者をいう。 

⑸ 併用住宅 居住の用に供する部分及び事業の用に供する部分が結合した

住宅をいう。 

 （補助対象者）   

第３条 補助金の交付の対象者は、空き家バンクを利用して登録空き家を購入



する者のうち、次の各号のいずれにも該当するものとする。 

⑴ 空き家バンクの利用登録者であること。 

⑵ 購入する登録空き家に居住し、かつ、１０年以上定住する意思があるこ

と。 

⑶ 市区町村が賦課する税に滞納がないこと。 

（補助対象事業） 

第４条 補助金の交付の対象となるリフォーム（以下「補助対象事業」とい

う。）は、次の各号のいずれにも該当するものとする。ただし、併用住宅に

おける事業の用に供する部分は、補助対象事業から除くものとする。 

⑴ 主要構造部、居室、台所、便所、風呂その他の生活するために必要な部

分のリフォームであること。 

⑵ 補助対象事業に要する経費が５万円以上であること。 

⑶ 市内施工業者が施工するものであること。 

⑷ 国、県又は市が実施している他の制度による補助金等の対象経費として

含まれていないこと。 

 （補助金の額） 

第５条 補助金の額は、補助対象事業に要する経費に２分の１を乗じて得た額

（その額に１，０００円未満の端数があるときは、これを切り捨てた額とす

る。）とし、５０万円を限度に予算の範囲内において交付する。ただし、那

須塩原市立地適正化計画で定める居住誘導区域内で行う補助対象事業につい

ては、７０万円を限度とする。 

２ 補助金の交付は、住宅１戸につき１回限りとし、かつ、補助対象者１人に

つき１回限りとする。 

( 補助金の交付の申請 )  



第６条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。 ) は、補

助対象事業に着手する前に、空き家バンク登録建物リフォーム補助金交付申

請書 ( 様式第１号 ) に次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければなら

ない。 

⑴ 誓約書（様式第２号） 

⑵ 補助対象事業に係る見積書の写し 

⑶ 補助対象事業を行う住宅の平面図及びリフォーム予定箇所の写真 

⑷ 市区町村が賦課する税に滞納がないことを証する書類 

⑸ 登録空き家の売買契約書の写し 

⑹ 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

 (補助金の交付の決定 )  

第７条 市長は、前条に規定する申請があったときは、内容を審査の上、補助

金の交付の可否を決定し、空き家バンク登録建物リフォーム補助金交付等決

定通知書 ( 様式第３号 ) により、申請者に通知するものとする。 

( 交付決定の変更の承認申請 )  

第８条 前条の規定により補助金の交付の決定を受けた者 ( 以下「交付決定

者」という。 ) は、補助金交付申請書の内容を変更し、又は中止しようとす

るときは、速やかに空き家バンク登録建物リフォーム補助金変更承認申請書

( 様式第４号 ) を市長に提出し、その承認を得なければならない。 

( 実績報告 )  

第９条 交付決定者は、補助対象事業が完了したときは、当該事業完了日から

３０日を経過する日又は当該日の属する年度の３月２５日のいずれか早い日

までに、空き家バンク登録建物リフォーム補助金実績報告書 ( 様式第５号 )

に次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。 



⑴ リフォームの請負契約書及び領収書の写し 

⑵ リフォーム完了箇所を確認できる写真 

⑶ 転居後の住民票の写し 

⑷ 前３号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

 (補助金の額の確定 )  

第１０条 市長は、前条の規定により実績報告書の提出があったときは、速や

かにその内容を審査し、適当であると認めたときは、補助金の額を確定し、

空き家バンク登録建物リフォーム補助金額の確定通知書 ( 様式第６号 ) によ

り、交付決定者に通知するものとする。 

( 補助金の請求 )  

第１１条 前条の規定による通知を受けた者は、速やかに空き家バンク登録建

物リフォーム補助金交付請求書 ( 様式第７号 ) を市長に提出しなければなら

ない。 

( 補助金の交付の取消し )  

第１２条 市長は、交付決定者が次の各号のいずれかに該当すると認めたとき

は、補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

⑴ 第３条に規定する要件を欠くことが判明したとき。 

⑵ 偽りその他不正の手段により、補助金の交付を受けたとき。 

⑶ 前２号に掲げるもののほか、補助金を交付することが適当でないと市長

が特に認めたとき。 

( その他 )  

第１３条 この告示に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

 

   附 則   



（施行期日） 

１ この告示は、平成２８年７月１日から施行する。 

（補助金の見直し） 

２ 市長は、この補助金について、令和４年３月３１日までに、その運用状

況、効果、必要性等を検証し、見直しを行うものとする。 

 

附 則（平成30年６月１日告示第 128 号） 

この告示は、平成30年６月１日から施行する。 

附 則（令和元年10月24日告示第 146 号） 

この告示は、令和２年４月１日から施行する。 


